
2022 年 11 月 17 日 

株主及び債権者各位 

大阪府泉佐野市住吉町 1 番地 

不二製油株式会社 

代表取締役  大森 達司 

簡易合併公告 

 

 当社（以下「甲」という）は、2023 年 1 月 1 日を効力発生日（以下「効力発生日」とい

う）として、甲を吸収合併存続会社とし、甲の完全子会社である株式会社フジサニーライ

フ（本店所在地：大阪府泉佐野市住吉町 1 番地。以下「乙」という）を吸収合併消滅会社

とする吸収合併（以下「本合併」という）を行うことを決定いたしましたので、下記の通

り公告いたします。 

 なお、これにより、本効力発生日をもって甲が乙の権利義務の全部を承継して存続し、

乙は解散することとなりました。 

 また、甲は会社法第 796 条第 2 項の規定に基づき、乙は会社法第 784 条第 1 項の規定に

基づき、それぞれの株主総会の承認を経ずに本合併を決定しております。 

 また、甲は乙の全株式を所有しておりますので、本合併による甲の新株式の発行及び資

本金の額の増加はありません。 

 

記 

1. 会社法第 796 条第 3 項に基づき、本合併に対し反対の株主は、本公告掲載の日から 2 週

間以内に、書面によりその旨をご通知ください。 

 

2. 本合併に対し異議のある債権者は、本公告掲載の翌日から 1 ヶ月以内にお申し出下さ

い。 

 

3. 各社の最終貸借対照表の開示状況は次の通りです。 

  （甲）掲載紙  官報 

     掲載の日付 令和 4 年 6 月 28 日 

     掲載ページ 140 頁（号外第 138 号） 

  （乙）別紙の通り 

                                      以上 



別紙

株式会社フジサニーライフ

（単位：千円)

科目 金額 科目 金額

［20,725］ ［流動負債］ [2,434]

現金 877 買掛金 1,876

当座預金 0 未払金 128

売掛金 327 預り金 9

商品  1,333 未払法人税等 80

前払費用 19 未払消費税等 339

未収入金 148 親会社未払金 0

関連会社預け金 17,795

未収還付法人税等 0

親会社未収入金 223

負債合計 2,434

［527］

（有形固定資産） 0  ［株主資本］ ［18,819]

　工具器具備品 0 資本金 10,000

（無形固定資産） （134) 利益準備金 2,500

　　電話加入権 72 繰越利益剰余金 6,319

ソフトウエア 61

(投資その他の資産） (393)

繰延税金資産 393

純資産合計 18,819

資産合計 21,253 負債・純資産合計 21,253

(単位：千円)

金        額

【純売上高】

37,542

1,629

△46 39,126

【売上原価】

1,022

31,603

△5

△1,333 31,286

7,839

9,580

△1,741

【営業外収益】

0

0 0

【営業外費用】

1 1

△1,742

【税引前当期純損失】 △1,742

△364

△196

△561

【当期純損失】 △1,180

［固定資産］

貸 借 対 照 表
２０２２年 ３月３１日現在

      資産の部     負債及び純資産の部

[流動資産］

販売費及び一般管理費

損益計算書
２０２１年４月１日 から ２０２２年３月３１日まで

科   　　    目

商品売上

受入手数料

売上値引戻り高

期首商品棚卸高

仕入高

他勘定振替高

期末商品棚卸高

【売上総利益】

法人税・住民税及び事業税

法人税等調整額

【営業損失】

　預け金利息

　雑収入

　雑損失

【経常損失】

【法人税・住民税及び事業税】



株式会社フジサニーライフ

(単位：千円)

利益準備金 繰越利益剰余金

10,000 2,500 7,500 10,000 20,000 20,000

△1,180 △1,180 △1,180 △1,180

-　　 -　　 △1,180 △1,180 △1,180 △1,180

10,000 2,500 6,319 8,819 18,819 18,819

　１．重要な会計方針

（１） 棚卸資産の評価は、移動平均法による原価法により評価しております。

（貸借対照表価額は収益性低下による簿価切下げの方法により算定）

（２） 有形固定資産の減価償却方法は、法人税法に規定する方法と同一の基準による

定額法によっております。

無形固定資産の減価償却方法は、法人税法に規定する方法と同一の基準による

定額法によっております。

（３） リース資産の減価償却方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

２００８年３月３１日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

（４） 消費税等の会計処理は、税込方式により処理しております。

　２．貸借対照表に関する注記　　　　　　　　　　　　　

（１） 親会社に対する短期金銭債権 267 千円

（２） 親会社に対する短期金銭債務 1,307 千円

（３） 有形固定資産の減価償却累計額 771 千円

（４） 無形固定資産の減価償却累計額 221 千円

　３．損益計算書に関する注記　　　　

（１） 親会社に対する売上高 5,200 千円

（２） 親会社からの仕入高 27,078 千円

（３） 親会社との営業取引以外の取引 723 千円

（４） 親会社への業務委託料 396 千円

　４．１株当たり情報に関する注記　　　　　　　　　　　　

（１） １株当たり当期純利益 -5 千円

株主資本等変動計算書

２０２１年４月１日 から ２０２２年３月３１日まで

資本金
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計

株主資本

合　　計
純資産合計

２０２１年３月３１日　残高

　事業年度中の変動

　当期純損失

　事業年度中の変動額合計

２０２２年３月３１日　残高

個別注記表


